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研究成果の概要（和文）：本研究は、そもそも、イギリスの制度の現実が、①立法や、とくに政府統制の場面に
おいて与党平議員が一定程度、政府を監視する役割を果たしていること、②1998年人権法の施行以降、裁判所に
よる政府の統制も強くなっていることを明らかにして、レイプハルトの「ウエストミンスターモデル」で単純に
捉えられるものではないことを指摘した。そのうえで、立法過程において、立法前手続も含め、議論の透明性を
高める工夫がなされていること、また事後的な政府統制において、特別委員会制度が発達し、与党平議員も野党
と協調して政府の説明責任を果たさせる機能をよく果たしていることは、日本でも参考にすべきとの主張を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：This research makes a point that it is not necessarily appropriate that we 
explain actual system in Britain on the Lijphart’s ’ Westminster model ’by making clear that 
backbenchers play a role of watching and criticizing the government in legislative process and 
especially in scrutiny of administration and that control of the government by courts has become 
stronger after the Human Rights Act 1998. I argued that we should refer to British parliamentary 
system in the following points in order to make the Japanese parliamentary government system better:
 legislative procedures are getting more transparent and more effective by introducing 
pre-legislative scrutiny system; select committee system has developed and backbenchers work well 
cooperating with opposition party in holding government to account.

研究分野： 憲法学

キーワード： 政府統制　平議員　野党　裁判官　政治的コントロール　法的コントロール　憲法変動　イギリス憲法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
私は、これまで、政官関係を憲法学的な観

点から考察することを目的として、イギリ
ス・ドイツ・日本の憲法史を踏まえ、首相の
権限と地位に関する研究を行ってきた。その
結果、日本においては、連帯責任の観念の再
構成、首相の内閣運営上の権限への着目、内
閣（首相）の補佐機構の整理等を行うべきで
あるとの結論に達し、その成果を纏めた著書
を 2013 年度に公刊した。その背景には、一
九九〇年代に、各種の不祥事に象徴される官
僚制への不満と細川政権の誕生と選挙制度
改革を契機に高まった政治家への期待から、
政官関係の見直しに対する関心が高まり、橋
本行革に繋がっていく中で、「憲法学界での
議論は［……］専ら議会と内閣の関係に関心
を集中させていて、［……］官僚制に対する
統制の問題をほとんど完全に無視している」
と指摘される状況があり（西尾勝）、その欠
缺を埋めたいという動機があった。主たる比
較対照としてイギリスを選択したが、それは
一九九〇年代以降の政治改革、行政改革の準
拠モデルとしてイギリスを意識していた一
般的な傾向とも呼応していたかもしれない。 
もっとも、この研究を始めた２０世紀末か

らの１０年余りの間に、いわゆる橋本行革の
成果もあり、現実政治の上でも首相の制度的
な力は強化されており、小泉首相が構造改革
等を実施できたのはその成果を利用できた
からであるとの知見が示されている（待鳥聡
史）。また、憲法学においても「国民内閣制」
論（高橋和之）を嚆矢として、憲法６５条の
「行政権」をめぐる執政権説の提示（石川健
治）など内閣や首相の権限や位置づけをめぐ
る議論に蓄積が見られる。しかし、小泉政権
以降は、政権交替以後も、いずれも約１年ご
とで首相が交代していることに現れている
ように、「決められない政治」という問題は
なお大きな課題で有り続けている。その原因
として、政治学者から、政党の内部構造や「ね
じれ現象」という語が示す二院制（参議院）
のあり方が指摘される（待鳥聡史）。この指
摘を憲法学に引きつけて捉えなおせば、「決
められない政治」を改善するには、首相や内
閣の権限強化を論じるだけでは足りず、内閣
と国会との関係を広く視野に入れた考察を
行うことの重要性が浮かび上がる。 
一方で、上述のとおり、政治改革、行政改

革の主たる準拠国としてイギリスが念頭に
置かれてきたといえるが、この傾向に対して
は、レイプハルトの記述的な比較政治制度論
を下敷きにして「ウエストミンスターモデ
ル」を大陸型の「コンセンサスモデル」と対
比させるかたちで、日本が目指すべきは内閣
主導のウエストミンスターモデルではなく
議会による合意形成を重視する大陸型であ
るという規範的な主張が提示されている（大
山礼子、高見勝利）。ここでも、内閣や首相
のあり方を論じるには（二院制も含む）内閣

と国会との関係までをも視野に入れること
の必要性が示されている。この主張には、第
一に、日本の――イギリスに比べ強い権限を
有する第二院（参議院）の存在も含めて――
政治制度や政治文化には「国民内閣制」論を
はじめとする「強い首相・内閣」は馴染まな
いという判断や、第二に、イギリスそのもの
の制度について、政策を決定するのは首相を
中心とする内閣であり、議会はただそれを追
認するだけであって、野党や与党平議員の役
割は小さなものであるとの認識を前提とし
ているように見受けられる。 
この批判は傾聴に値する。しかし、わたし

は、2011年9月から2012年8月まで１年間、
イギリスで在外研究に従事し、文献のみなら
ず専門家や議員、職員へのインタビュー等を
通じてイギリス憲政の実際を学ぶとともに、
イギリスの視点から日本の憲政のあり方を
振り返る経験を得たが、その経験から、まず、
イギリス人自身の自国制度の本質に関する
理解の力点の置き方は上述の（レイプハルト
を下敷きにした）大陸型のコンセンサスモデ
ルを主張する論者の理解とは異なるのでは
ないか、また、日本がコンセンサスモデルに
適合的なのだとしても、現在の日本のシステ
ム――独特の「法案事前審査」制度――が正
当化されるわけでは決してなく、具体的な制
度論を提示するべきではないか、そしてつま
るところ、そこではイギリスの現在の制度は
なお十分に参照に値し、言葉を変えて言えば
レイプハルト流の「ウエストミンスターモデ
ル」対「コンセンサスモデル」に過度に依存
することなく（「モデル」である以上、単純
化されている）、実証的で精密な考察が必要
ではないか、という問題意識を抱いたところ
である。 

 
２．研究の目的 
 従来、日本の統治構造改革の有力なモデル
としてイギリスが念頭に置かれていたよう
に見受けられるところ、レイプハルトの「ウ
エストミンスターモデル」対「コンセンサス
モデル」を下敷きにして、「日本の統治構造
のあるべき姿はウエストミンスター型では
なく大陸型のコンセンサスモデルである」と
の批判が有力になされてきた。しかし、実際
のイギリスの制度はこのように単純化され
た図式に収まるものではなく、むしろかかる
図式が見落としている諸制度や発想の中に
こそ日本のヒントになるものが存在してい
るのではないかと考えられる。この点を、憲
法、公法学の観点から、演繹的に（＝モデル
そのものの再検討を通じて）また帰納的に
（諸制度の分析と抽出を通じて）考察し、日
本における統治構造改革のための具体的な
提案を行うことが当該研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 演繹的な方法として、第２版が出された、
レイプハルトの”Patterns of Democracy”



を検討して、このモデルの特徴と、日本の文
脈からこのモデルに過度に依存することの
問題点について、析出を行った。 
 また、帰納的な方法として、イギリスにお
ける議会制度の現況について、ファンダメン
タルの確認を行い、立法手続および政府統制
の実際を整理した。またこれに対する日本の
議会制度の現況についても、ファンダメンタ
ルを整理した上で、イギリスとの比較からそ
の特徴を析出した。 
 さらに、レイプハルトの枠組みの中でイギ
リスと日本とを区別する大きなポイントで
ある違憲審査制について、政府統制の観点か
ら、日本の現況の一端を描くこととした。 
 
４．研究成果 
(1) レイプハルトのモデルをもとに日本の
憲法を「ウエストミンスター型」で理解する
ことへの批判に関する理論的な検討を行っ
た。 
①小選挙区制は国民の意思を歪曲するも

のであるとの批判、②小選挙区制では少数派
の有権者が切り捨てられ、その結果ポピュリ
ズム政党が登場するという批判、③今日の社
会状況で小選挙区制をとると政策体系をめ
ぐる対立ではなく単なる権力闘争になって
しまうとの批判、④日本国憲法の定める政治
制度（第二院が強い政治制度）に「ウエスト
ミンスター型」の決定の政治はなじまないと
の批判、⑤「ウエストミンスター型」はデモ
クラシーの質においてコンセンサス型に及
ばないとの批判、を挙げて、検討を行った。 
①に対しては、政権交代を前提とする限り、

政府が責任をもってひとつの決定を行う環
境を作ることが日本ではむしろ望まれるの
ではないか、また多様な意見の国会での表出
は部分的に比例代表制と組み合わせること
で実現できているのではないか、②少数派と
は何かが明確ではなく、また現在の日本では
まだポピュリズム政党は大きな力をもって
いないのではないか、③単なる権力闘争にな
るか否かは選挙制度とは無関係ではないか、
④第二院が強い政治制度は、「ねじれ国会」
が示したように、むしろそちらが問題であっ
て、できれば運用によって緩和するべきでは
ないか、⑤レイプハルト自身、「質」は、「ウ
エストミンスター型」という制度に起因する
ものではなくむしろ根底の文化に起因する
ものであることを示唆しているではないか、
また日本でコンセンサス型の政治体制であ
った五十五年体制を克服すべき対象だとし
た政治改革の原点を無視することにならな
いか、といった反論を行った。 
 
(2) 立法過程に関しては、イギリスについ
て、2013 年司法・安全法（Justice and 
Security Act 2013）の立法過程を詳細に検
討して論文として公表した。①［政府による
青書・白書の作成と公表、議会への提出］→
②［議会（特別委員会）による青書・白書の

検討と意見の公表、提出］→③［政府による
応答書の公表、提出］（と①～③の反復）と
いう立法前審査の実態とともに、④法案提出
後の議会での議論と法案修正の実態を、一例
ではあるが、炙り出すことができた。 
 これに対し、日本では、（与党）事前審査
制の存在が知られる。与党平議員は一定の役
割を果たしているわけであるが、法案提出後
の国会での議論が貧弱であること、また国民
の目から見たとき、議論の内容に関する透明
性を欠く仕組みとなっていること、といった
点でイギリスと異なることを明らかにした。 
 
(3) 政府統制に関しては、イギリスでは、
特別委員会を中心に活発に作用している。そ
して、そこにおける特徴として、個別の事件
に限らず広く政府の政策についてテーマを
決め、証人等を広く求めて調査を行い、それ
を報告書のかたちにして残すこと、またそこ
では与野党が対立するかたちではなくむし
ろ与党平議員と野党とが協調したかたちで
調査が行われていることを明らかにした。 
 これに対し、日本では、そもそも政府統制
（日本の実務上の用語では「行政監視」）が
国会の主要な役割であるとの認識が弱いこ
と、また国政調査権がもっぱらスキャンダル
の攻撃のために用いられており発動件数も
少ないこと、質問権も質問主意書による書面
質問は活発になっているものの、口頭での質
問は法案審議における質疑と混同して運用
されていること、などといった特徴を整理し
て示した。 
 ここでもまた、イギリスとの比較という点
で、政府統制が与野党対立型であり、与党平
議員の役割が自覚されていないという大き
な違いがあることが判明した。 
 
(4)  イギリスに関して、1998 年人権法の施
行をうけて、欧州人権条約適合性を裁判所が
判断するようになり、違憲審査そのものでは
ないものの、やや類似した作用を裁判所を果
たすようになってきているが、その概要を明
らかにするとともに、個別の判断のありよう
を、とくに裁判を受ける権利を題材として示
した。とくに、適合的解釈という、日本でい
う合憲限定解釈に相当する手法が、議会の立
法に対する裁判所の積極的な関与と受け止
められ、それを正当化する議論が行われてい
ること、また、この適合的解釈を含め、個別
事例への法律の適用の中で人権を保障しよ
うとする姿勢がみられることが判明した。 
 また、日本に関して、個別の最高裁裁判官
の思考様式、違憲審査に対する理解を探る研
究の一環として、千葉勝美と園部逸夫につい
て取り上げて検討を行った。とくに千葉にお
いては、民事裁判官らしく、事案の性質に応
じたあるべき解決をきめ細かく考え抜く傾
向があること、その結果として、事案ごとの
「区別」を違憲審査においても用いる傾向に
あること、また違憲審査において立法部に対



する司法部の立ち位置に非常に自覚的であ
ることを明らかにした（なお、本研究が終了
した後に、千葉自身による単著が出されたが
〔千葉勝美『違憲審査』〕、そこでも「立ち位
置」に自覚的であることが明らかにされてい
る）。 
 イギリスと日本を比較すれば、抽象的に、
違憲審査の有無という点だけをみれば大き
く異なるので、この重要な点で、レイプハル
トの「ウエストミンスターモデル」と日本は
異なることは等閑視すべきではないが、実際
には、意外と両者は近い面もあるのではない
か、イギリスでも従来から法律を適用する際
に人権を考慮する運用をしてきておりまた
人権法の制定以降は適合解釈など違憲審査
に類似の手法を用いるようになってきてい
ること、日本では違憲審査制はあるものの立
法裁量、立法政策を尊重して敬譲審査を行う
傾向があること、などから両国のありようお
は意外と類似しており、イギリスの方がむし
ろ「法の支配」の母国として裁判所が政府に
対する歯止めとして果たしている役割は大
きいのではないか、といった構図を描く基礎
を作ることができた。 
 
(5) 政権交代における政官関係のありよう
に関して、イギリスにおける事前接触ルール
の内容を解明して公表した。これに対し、日
本では、そもそも本格的な政権交代が行われ
てこなかったこともあり、2009 年、2012 年
の 2度の政権交代の際に混乱が生じた。そこ
で、公表した論文においては、日本において
も、円滑な政権移行を可能とするような政官
の接触ルールを模索する必要性を主張した。 
 
(6) 憲法改正、憲法変動のありように関し
ても検討を行った。イギリスにおける憲法変
動をめぐる議論を整理し、不文憲法であるが
ゆえに、憲法とは何か、という点に対する自
覚的な議論がなされていること、また主とし
て議会制定法を通じて実質的意味の憲法の
変動がもたらされており、とくに近年は大き
く変動していることを明らかにした。 
 他方、日本では近時、憲法改正の議論が巻
き起こっているが、そこでは日本国憲法の改
正のみが取り上げられており、９０年代以降
の行政改革や司法改革といった実質的意味
の憲法の変動の検証や、同様に、法律以下の
規範の変更も視野に入れ、この方法と憲法典
の改正の方法との役割分担を踏まえた議論
がなされていない。 
ここから、日本は、成文憲法の国である点

でイギリスと大きく異なるが、「憲法改正」
との関係でもっぱら日本国憲法の改正のみ
に目を向ける傾向があるところ、法律以下の
実質的憲法の内容を全体として検討の対象
に入れるべきであると主張した。 
 
(7) 以上をまとめて、イギリスのウエスト
ミンスター型の現在について、通常取り扱わ

れる議会と政府との関係（政治的コントロー
ル）にとどまらず、政権交代を視野に入れた
野党と官僚との関係や、裁判官による法的コ
ントロール、それらを含めた憲法変動のあり
方にまで視野を広げた議論を行うことがで
きた。また、日本についても、内閣に対する
統制という視座から、議会と政府との関係を
ある程度整理して描き出す中で、イギリスと
比較しての特徴を浮かび上がらせることが
できたと考えている。 
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